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JCO 臨界事故総合評価会議（http://www.cnic.or.jp/jco/jcac/） 

��ＪＣＯ臨界事故について、安全委員会の事故調査を市民サイドから

徹底して検討し、事故原因や周辺環境への影響、作業員ならびに住

民の被曝、災害防止や事故対策のあり方、安全規制や審査体制の問

題など総合的な観点から評価することを目的として、原子力資料情

報室と原水禁国民会議の呼びかけで設立。 
�� 2000 年９月に報告「JCO 臨界事故と日本の原子力行政」を発表、

七つ森書館から出版 
��検討結果をもとに、次ぎの 7項目を政府へ提言し、公開討論会を要求。 

1. 臨界事故の再調査を民間の第三者機関によっておこなうこと 
2. 放射線被曝者に対する心身のケアについて十分な配慮をすること 
3. 原子力施設の安全審査の体制を全面的に見直すこと 
4. 放射線に関わる教育訓練を強化すること 
5. 事故の際の防災体制を抜本的に見直すこと 
6. 核燃料物質の計量管理を厳格におこなうこと 
7. 日本の原子力の現状について徹底的な見直しをすること 

�� 2001 年 2 月 24 日に、地方原子力安全委員会（横浜）において原子力安全委員会と公
開討論、「原因調査は不十分だった」ことを事実上、認めさせた。 

��その後、評価会議はトヨタ財団の研究助成を得て、第２期のプロジェクト「JCO 臨界
事故の原因と影響に関する再検討と政策提言」に着手 

��事故後３年目の 2002年９月に第２期の「中間報告会」を東京で開催 
「「「「JCOJCOJCOJCO臨界事故臨界事故臨界事故臨界事故    ３３３３年後年後年後年後にににに見見見見えてきたものえてきたものえてきたものえてきたもの」」」」 （第２期中間報告書） 
第１章 JCO刑事裁判でこれまでに判明した事実 （伊東良徳） 

第２章 組織事故－企業犯罪としての JCO 臨界事故－JCO 刑事裁判を傍聴して 

（根本がん） 

第３章 転換試験棟の安全審査で何があったか （藤野聡） 

第４章 中性子線放出の際の被曝線量に関する考察 （古川路明） 

第５章 臨界事故に伴う放射能の放出 （古川路明） 

第６章 濃縮ウランからの中性子放出 （古川路明） 

第７章（１） 東海村住民・那珂町住民の身体的影響・原子力問題への高い関心－JCO臨界事故・第２

次住民生活影響調査の分析－ （長谷川公一） 

   （２）“安全”の希求と残る不安－第２次住民生活影響調査・自由回答欄への記入から－（田窪祐子） 

第８章 オフサイトセンターにみる原子力防災の問題点 （末田一秀・山本定明） 

第９章 繰り返す過去－住友原子力工業の放射化金属流出事件 （藤野聡） 

第 10章 骨抜きにされる事故の教訓－事故後の３年間 （藤野聡） 





JCO 臨界事故総合評価会議・大阪報告会（2003/3/6）藤野

【藤野 -6】 【藤野 -7】

JCO臨界事故総合評価会議・大阪報告会（2003/3/6）藤野

【動燃の
混合均一化
要求→】

【動燃の
混合均一化
要求→】

【動燃の
混合均一化
要求→】

【無理な転用による
溶解塔の作業性の
悪さと納期短縮】

事故調報告書に加筆

＋クロスブレン
ディングの不便さ

＋貯塔の不便さ？
（裁判でも不透明なまま）

【そもそも本来の粉末製造設備を
無理に溶液製造に転用したもの
安全審査で実質上、無審査】

核分裂の連鎖反応に至った逸脱工程の連鎖反応

【出荷時の輸送申請に際する
試料分析の簡素化⇒混合均一化】



った」、「風邪を引きやすくなった」の６項目は、2000年２月時点より訴えが多い。 
 
③③③③定住意識定住意識定住意識定住意識    
前回調査時と大きな差。 
「ずっと住んでいたい」が36.1％から56.3％に上昇、「引っ越したいができない」、「できれば
引っ越したい」は半減。 
  子どもに「この地域に住んでほしい」： 2000年度調査16.8％，2002年度調査26.7％。 
「できれば他の土地で生活してほしい」：2000年度調査25.1％，2002年度調査16.2％。 
 
④④④④原子力施設原子力施設原子力施設原子力施設にににに関関関関するするするする意識意識意識意識    
前回調査時よりも「現状維持」が増える。  
東海村の原子力施設の操業についての意見： 
「現状維持」2000年度調査35.5％ → 2002年度調査39.1％（3.6ポイント増）。 
「即時停止」2000年度調査28.7％ → 2002年度調査33.4％（4.7ポイント減）。 
 東海村の今後の地域像 
「原子力産業との共存」 2002年度調査 45.1％ 
「原子力産業以外の新しい産業を中心にした村」18.6％ 
 
自由回答欄より 
問９－１「東海村（村民の方）・那珂町（町民の方）の将来について、地域づくりのすすめ方や、
希望や不安などを自由にお聞かせ下さい」 
原子力施設を減らす（増やさない）ことを希望する意見、原子力施設が村内にあることについての
不安や否定的見解を述べた票が、47票。 
「安易に原子力にのみ頼らないでほしい。原子力によって入る税金は、建設にしかまわらないので、
それに振り回され、(関係者のみうるおい)村民には、関係ない不要な金のかかったチラシばかり回
ってくる。」（53才女性、東海村500－1000ｍ圏） 
「生まれてからずっと暮らしてきた村なのでずっと住んでいたい気持ちもあるが、原子力発電所と
共存している以上不安はなくならないと思う。」（17才女性、500－1000ｍ圏） 
 
逆に東海村が原子力の村として今後も「共存」路線を進むことを希望する意見が22票。 
「安易に反原子力、脱原子力などの考えを出すばかりではなく、長期的に安定した発展をしっかり
とはなしあうべきである。→現状では東海村に原子力産業は不可欠なものと思われる。」（16才男
性、東海村350－500ｍ圏） 
「原子力を除いては将来を考えられないのだから、共存できる方法を模索しながら、国にはしっか
りと監視体制や管理体制をとってもらって、環境問題をしっかり考えていく地域にしたい」（51才
女性、東海村1000－1500ｍ圏） 
    
⑤⑤⑤⑤原子力防災原子力防災原子力防災原子力防災にににに関関関関するするするする意識意識意識意識    
・・・・マニュアルマニュアルマニュアルマニュアル・・・・防災防災防災防災ハンドブックハンドブックハンドブックハンドブックはそれほどはそれほどはそれほどはそれほど読読読読まれていないまれていないまれていないまれていない    
問11 2001年９月29日に県と東海村・那珂町などが共催した原子力防災訓練がありましたが、そ



のことをあなたは知っていましたか。 
知っていた 75.2％（758人）、 知らなかった 22.3％（225人） 未回答  2.5％（ 25人）

問12 2002年1月に東海村は住民に「わが家の原子力防災マニュアル」を配布しましたが、あな
たはこれを読みましたか。【東海村の住民の方のみお答えください】 
「熱心に読んだ」8.0％（ 56人）、「一応目をとおした」54.9％（384人） 
「ほとんど読んでいない」20.6％（144人）、「配布されたことを知らなかった」14.6％（102
人）未回答 1.9％（  13人） 

コメント記入欄より 
「実際に役立つのであろうか。臨界が大きかったらマニュアルの様には役立たないし､にげる事
だけを考えるのはいかがなものか。」（48歳女性、東海村350ｍ圏） 
「作成し住民はその通り行動するだろうが，行政（役場の職員）が本当の事故になった時動くか
が不安。」（32歳男性、東海村350ｍ圏） 

 問 13 2001 年 10 月に茨城県は県民に「原子力ハンドブック」を配布しましたが、あなたはこれ
を読みましたか。 
「熱心に読んだ」5.1％（  51人）、「一応目をとおした」44.0％（444人）、「ほとんど読ん
でいない 」23.1％（233人）、「配布されたことを知らなかった」24.2％（244人） 
未回答  3.6％（  36人） 

 
・市民参加市民参加市民参加市民参加がががが望望望望まれているまれているまれているまれている    

「とにかく安全第一に考えて。住民ももっと原子力の勉強会などに関心をもって行くことが大事と
思う。」（５８才女性、東海村500－1000ｍ圏） 

「原子力などを取扱っている事業所の箇所（所在）のパンフレット及び業務の内容などを明記し
て年３回位配布してくれればと願います」（54才男性、東海村1000－1500ｍ圏） 
「原子力災害(臨界事故等)が今後また起こるかも知れないという不安がありますので、1 年に 1
回は原子力防災訓練を実施してもらいたい。9月30日に村内の原子力関係事業所が順番で実施さ
れてはどうでしょうか？」（62才男性、東海村1000－1500ｍ圏） 
「シェルターなどの設置、ヨウ素（甲状腺保護）を全戸に配布しておくべきだ。（原子力産業関
連の世帯員は事故直後に服用したらしい。）万一の場合に備えた大作をするべき。」（57才女性、
東海村350－500ｍ圏、聞き取り） 

 
３３３３．．．．    まとめまとめまとめまとめ    
・臨界事故は現在でも周辺住民の生活に大きな影響を与えている。「風化」してはいない。 
・体調悪化、情報不足、経済的状況の悪化 → 将来への不安 
・「脱原子力派」「現状維持派」に共通の要望は「安全」「安心」 
そのためには： 情報公開や住民参加の拡大 → 村内の原子力施設のコントロール 
事故後に導入された防災マニュアルや防災訓練は、それを十分に担保するに至っていない。■
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200３年３月６日 

中性子とその被曝について 

今中哲二（京都大学原子炉実験所） 

１．原子核と中性子 
��自然界のあらゆる物質は、水素、酸素といった 92種類の元素の組み合わせによって構成され

ている。 
��各元素にはそれぞれに特有の原子があり、１番（水素）から 92番（ウラン）までの番号（原

子番号）がついている。 
��原子は、中心の原子核と外側の電子から構成される。（原子の大きさは約１億分の１㎝。原子

核は原子の中心にあって、その大きさ原子の約１万分の１、つまり約１兆分の１㎝。） 
��原子核のまわりには、原子番号と同じ数の電子（－１の電荷をもつ）がある。 
��原子核の中には、原子番号と同じ数の陽子（＋

１の電荷をもつ粒子）と、ほぼ同数の中性子（陽

子と同じ大きさで電荷をもたない粒子）がある。

中性子は、原子核の中で陽子がバラバラになら

ないよう接着剤の役を果たしている。 
��たとえば、炭素（原子番号６、記号 C）の原
子核には、中性子を６個もつもの（12C）と７
個もつもの（13C）があり、同位体と呼ばれる。 

��陽子の数と中性子の数を合わせたものが質量

数である。自然界では、質量数 12 の炭素、つ
まり 12Cの割合は 99％で、13Cが１％である。 

��ウランの原子番号は 92 なので、ウラン 238
（238U）の原子核にある中性子の数は、238－
92＝146個である。 

２．放射能と核分裂 
��原子核に含まれる陽子と中性子の数のバランスが悪いと、その原子核は不安定となり、アル

ファ線やベータ線といった放射線を出して原子核が変化する（放射線を出す能力やその物質の

ことを放射能とよぶ）。 
��たとえば、コバルト 60（60Co）の原子核には陽子 27個と中性子 33個があるが、中性子が多
すぎるため、 

（中性子）→（陽子）＋（電子） 
というベータ崩壊反応で、電子を原子核外に放出し（ベータ線）、陽子 28個、中性子 32個の
安定なニッケル 60（60Ni）に変化する。原子核が落ち着く際の余分なエネルギーは同時に、ガ
ンマ線として放出される。 

��ラジウム 226（陽子 88、中性子 138）の場合は、アルファ線（陽子２個＋中性子２個のヘリ
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ウム原子核）とガンマ線を放出し、ラドン 222（陽子 86、中性子 136）となる。 
��ウラン 235（陽子 92、中性子 143）が中性子を吸収すると、原子核はほぼ２つに分裂して２
個の核分裂生成物ができ、２個か３個の中性子が放出される。たとえば、核分裂生成物の片割

れがストロンチウム 90（陽子 38、中性子 52）の場合、相手方の方はキセノンであり： 
  235U ＋ n（中性子） → ストロンチウム 90 ＋ キセノン 144 ＋２個のｎ 
  235U ＋ n（中性子） → ストロンチウム 90 ＋ キセノン 143 ＋３個のｎ 
といった核分裂反応が起きる。 

３．中性子の特徴 
��核分裂によって発生した中性子は非常に大きなエネルギー（平均 200万電子ボルト：２MeV）
をもち、非常に高速である（光の速度の 10分の１程度）。 

��電荷をもたないので透過力が強く、電子とは相互作用せずに原子核と衝突し散乱される。 
��鉄や鉛を通過してもなかなか減衰しない（質量数１の中性子が、質量数の大きな原子核にぶつ

かっても、跳ね返ったときの速度は落ちない）。中性子を遮蔽するためには、水やポリエチレ

ンのように水素をたくさん含む物質が有効である。 
��何回も衝突を繰り返すうちに、中性子の速度が落ちてエネルギーが下がる。周囲の温度と平衡

状態となった中性子は熱中性子（平均速度毎秒 2000m）と呼ばれ、原子核に吸収されやすく
なる。 

��中性子を吸収した原子核は多くの場合、放射能をもつようになる。ナトリウム（23Na）では、 
23Na（陽子 11、中性子 12）＋ｎ → 24Na（陽子 11、中性子 13：半減期 15時間でベータ崩壊） 

４．中性子被曝の特徴 
��人体の大部分は水であるため、中性子の人体への影響は、水に含まれる水素との衝突が重要と

なる。中性子によりはじき跳ばされた水素の原子核（陽子）は、周辺の分子をイオン化したり

して細胞の構成分子を破壊する。 
��ガンマ線やベータ線に比べ、中性子被曝にともなうイオン化は、その軌跡にそって密に生じる

（高 LET放射線）。そのため、同じ被曝量（吸収線量：単位グレイ）であっても、中性子被曝
の場合は影響が大きくなる（表１）。 

��そこで、放射線の種類による違いを考慮した被曝量として、等価線量（単位：シーベルト）が

導入された。 
 （シーベルト）＝wR ×（グレイ）  

wR：放射線加重係数（中性子ではエネルギーにより５～20） 
��現在の法令では、一般の人々の線量限度は年間１ミリシーベルトである。 

表１ 中性子はガンマ線に比べどれだけ大きな影響をもたらすか（ICRP60 より） 

腫瘍誘発 約３～約 200 倍 

（腫瘍誘発にともなう）寿命短縮 15～45 倍 

形質転換 35～70 倍 

染色体異常など 40～50 倍 

哺乳動物の遺伝学的影響 10～45 倍 
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５．ＪＣＯ事故による放射線被曝 

地表１ｍの中性子線量：測定値と計算値
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測定値１（原研労組まとめ）

測定値２（那珂研Ｍポスト）

計算値　（DOT 無遮蔽 1.8 kWh）

計算値（MORSE 壁20cm 16.8 kWh）

 
JCO 事故による被曝の特徴は、中性子による被曝が中心だったことである。上の図に示すよう
に、２kmも離れた原研那珂研究所でも中性子が検出されている。今中の計算による中性子線量： 

��１００ｍで 81 ミリシーベルト 

��４５０ｍで １ミリシーベルト 

��７００ｍで 0.1 ミリシーベルト 

��１０００ｍで 0.01 ミリシーベルト 

��１３００ｍで 0.001 ミリシーベルト 

 一方、科学技術庁や事故調査委員会は、周辺住民の被曝については 350ｍ以内にいた人々しか
考慮に入れていない。 
表２ 科技庁によるＪＣＯ職員・周辺住民等の被曝線量推定値分布（H12.1.31 報告） 

推定線量 
ミリシーベルト 

水抜作業 
JCO職員 

その他の 
JCO職員 

防災業務 
関係 

周辺住民 
（）は１以上 

合計 

０～５未満 ７ 116 54 180（92） 357 
５～10未満 １ 14 ６ 18 39 
10～15未満 ３ ３ － 6 12 
15～20未満 ４ ６ － 2 12 
20～25未満 ５ ３ － 1 9 
25～30未満 １ ０ － － 1 
30～35未満 ０ ２ － － 2 
35～40未満 ０ ０ － － 0 
40～45未満 １ ０ － － 1 
45～50未満 ２ １ － － 3 
合計 24 人 145 人 60 人 207（116）人 436 人 

 


